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第２回多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談会 要点記録 

 

日  時：令和４年２月 21日（月）16:00～18:15 

場  所：永山公民館 ４階集会室 

出席委員：中林一樹会長、伊藤正次副会長、小野晶子委員、倉斗綾子委員（Web参加 ）、高

橋邦夫委員 

事 務 局：阿部市長、榎本施設政策担当部長、内田資産活用課長、平澤資産活用担当主査、 

水野主事 

傍 聴 者：４名 

議事次第：配布資料「第２回多摩市庁舎建替基本構想策定有識者懇談会次第」のとおり 

 

１．開会 

事 務 局  第２回多摩市役所本庁舎建替基本構想策定有識者懇談会を開会する。 

資料の確認 

 

２．前回の懇談会の要点記録（案）の確認 

事 務 局 要点記録の確認 

 

３．「多摩市役所本庁舎建替についてのアンケート」について 

事 務 局  第 1 回懇談会等での委員のご意見を踏まえてアンケートの設問について、読

みやすく、答えやすい調査票とするために修正を行った。 

2ページ目の質問 1。こちらで新しい市役所の方向性について、もともとのア

ンケートの内容では選択肢を 17個用意していた。これについて、市民サービス

と本庁舎の機能の 2 グループに分けて、各々選択肢を 8 つまでとして答えやす

いように、わかりやすいように整理した。 

3 ページ目の質問 2 では本庁舎を訪れた用件について、もともと過去 1 年間

に訪れたことを聞いていたが、より多くの人に答えてもらうために、過去 3 年

間に訪れたことを聞くことに変えた。 

そのほか、質問の順番の変更、文言を精査して、読みやすく答えやすくなるよ

うに調査票を変更した。 

アンケートについては、2月4日に無作為抽出した1200人の市民に発送した。

今月 24 日が締め切りであり、次回懇談会では集計結果を報告する予定である。 

 

会  長  もう既にアンケート票は送付済みであるが、何かご意見はあるか。 

まだ回答はないか。いつまでか。 
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事 務 局  今 300 人を少し超える返信がある。督促の葉書を発送した。集計はもう少し

待って欲しい。 

 

委  員  今回は内容も精査して、こういう形で抽出配布したという報告で楽しみに回

答を待ちたいが、今後の参考として私どもも研究等でアンケートを取るときに、

被験者方々からオンラインアンケートにしてほしいという意見も出てくる。ス

マホ等でできるような形のアンケートの配布方法を行うと、回答者の属性も恐

らく変わってくるし、電車の中でも簡単に回答ができるような形になるので回

答率も上がることと、予算的に郵送代がかからないこともあるので、今後こうい

った市民へのアンケートの方法も検討してはどうか。 

 

会  長  今返ってきている中で、今回は一応紙を配るのだが、回答は回答用紙をWEB

でクリックして回答できるというシステムも入れている。WEB 回答はどれぐら

いか。 

 

事 務 局 100人ほどである。 

 

会  長  3 分の 1 の 100 ぐらいが WEB とのことである。全体にアンケートがスマー

トフォンになるともう少しWEBでの回答がもらいやすくなるかと思うが、紙の

ままの調査票みたいになってしまうと、選択肢を読むのに、スマホだとスクロー

ルしていかないといけないので、全体を見られないというとこがちょっと難し

い。パソコンだったら見られるかもしれないが。その辺、少しWEBアンケート

を工夫していくということで検討をお願いする。 

今後 10年間、完成するまでにこのような意向調査の形でそういう機会が発生

する可能性が高いと思うので、そのときに活かしていただきたい。 

それでは、アンケートについては以上にする。 

 

４．将来の市民サービスのあり方について 

事 務 局  それでは、今回市役所本庁舎の建て替えを検討するに当たり、まずは本庁舎に

必要な機能を検討して、その上で本庁舎の建て替え規模とか、場所等のあり方、

こういったことを検討するという流れで考えている。 

また、本庁舎に必要な機能については、長く本庁舎を使用することを踏まえて、

将来を展望して検討する必要があるということを前回の懇談会で説明をした。

懇談会の皆様には将来を展望して、本庁舎建て替えを検討するに当たってのポ

イントとなる事項についてお話をお願いしている。 

前回は会長と副会長にお話をいただいた。今回は残りの 3 名の委員にお願い
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する。委員からは、本日のために資料を作成していただいた。それぞれのお話の

際にはそちらをご覧いただきたい。 

話が終わった後に、意見交換をさせていただきたい。その際には、市側からも

必要に応じて質問することをお許しいただきたい。 

 

「働き方の変容とこれからの就業環境」 

 

委  員  今日は「働き方の変容とこれからの就業環境」ということで話をさせていただ

く。 

建築家ではないので施設そのものをどういうふうに設計したらいいかという

ことは難しいが、その中で働く人たちとか、施設を利用する人たちという、ソフ

ト面がどのように変わっていくかということについて少し皆様とビジョンを合

わすことによってどういう建物がいいのかということが想像できたらよいと思

い今日話をさせていただく。 

厚生労働省の研究所で労働政策の研究をしているが、特に非正規で働く方、そ

れと、長年、学生のころから興味を持ってやっているのはお金をもらわないで働

くボランティアの人たち、あるいは NPOというところに興味を持って研究をし

ている。今日お話しするのはその 2点が混じったような話になると思う。 

前提として、前回の懇談会で多摩市が今どういう状況にあるのかという話が

あった。これから 30年後どうなるのかという人口構成の図が示されたが、その

中で前提として、今から 30年後に人口は 2万人減であり、そうなると市職員も

今よりは減るであろうという形を示された。 

そして、人口構成も老齢人口、65歳以上の人口が 40％を超える。生産年齢人

口が 48.7％ということで、50％を切るというような推計を示された。 

ただし、老齢は 65歳以上になっているが、65歳の人は今元気で、人生 100年

といわれ、65 歳で区切っていいのかという疑問がある。この切り方で生産年齢

人口が変わってくるので、その時代に、今から 30年後になったら、もしかした

ら私もまだ働いていると思うので、まだ生産年齢人口でいるかもしれない。その

辺はこういうふうな人口構成であるという形である。 

人口移動についての話もあった。非常に明るい話で、多摩市のアドバンテージ

だなと思って聞いていたが、2013 年あたりから転入超過の傾向にあると。しか

もそのボリュームゾーンは 20 代～40 代の生産年齢の人たちであるという非常

に明るいデータも併せて示された。 

そして、市民サービスの方向性としては 3 つ示されていて、超高齢社会への

挑戦、これは日本全国どこもそうだが、多摩市でも該当する。そのアドバンテー

ジとして、転入超過もあり、その人たちが幸せに暮らせるまちの基盤を作ろうと
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いう前向きな方向性が示された。3番目、市民・地域と行政との新たな協働の仕

組みづくりということで、非常にこれはユニークで先進的だなと聞いていた。や

はりこれからの行政というのは行政だけがやるわけではなくて、いろいろな人

たちを巻き込んで協働という形でまちを盛り上げていくというのが未来的で理

想的ではないかと思った。 

これから話すのは、働き方と価値観の変容ということで、変容という言葉であ

るが、変容と変化というのはちょっと違う。変容というのは中身が変わっていく

ことを示す。変化というのはどちらかというと外面的に変わるということがあ

って、突然に変化が訪れる。今我々が直面しているコロナなど、非常に変化があ

る時代になっているが、変化があって、その影響を受けて中身が変わっていって

変容になる。 

変容というのは必ず前兆がある。その前兆を捉えるために少しこのような図

にしてみた。高度成長期から未来に向けて 2 ページにわたって、私がポイント

だなと思うキーワードを挙げてある。 

まず高度成長期だが、これは団塊の世代というのがキーワードになる。その人

たちが地方から都市へ、いわゆる集団就職、あるいは出稼ぎという形で、多くの

人たちが東京に来た。そのときにいわゆる多摩の団地であったりニュータウン

であったりというのができ始めた。核家族化とか、男性がモーレツに働くという

ようなのがその時代あった。女性も主婦パートというのがこの頃にでき始める

という時代である。性別役割分業というのができ始めた。 

そういう時代からバブル期に入り、地価が高騰していくと、ドーナツ化現象が

進み、そして通勤ラッシュが非常に激化していく。恐らく多摩から都心に通う人

たちもものすごいラッシュの中で通勤されていたのではないか。働くというこ

とが、いわゆるお金に直結するような時代になってくる。この時代はものすごい

勢いで働いた。いわゆるお金の価値というのがものすごく重要視される時代で

もあった。 

そして男女雇用機会均等法が 1985年にできて、女性の総合職が登場した。私

もそのころ企業に新卒で総合職として就職した。今の職の前の仕事である。その

ときに、こんなにみんなモーレツに働くというのを経験して、男の人もこれでは

体がもたない。その中に入って、私も働いて、これはダメだと思って、働くとい

うことをもう一度真正面から勉強しようと思って仕事を辞めて今のこのフィー

ルドで労働について研究をするようになった。 

そのときに、派遣労働の法制化があり、フリーターが発生する。これは何の反

動かというと、モーレツに働くことの反動で、自分らしくとか、自由に働きたい

という反動が特に若者の中で起こった。そしてそういうドラマができ、自由業や

フリーターは、最初はすごくポジティブに捉えられた。 
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そして、1991 年にバブルが崩壊するわけだが、そのときにそこからの 20 年

が前の時代の引き波というような形の時代に突入した。倒産があって、リストラ

があって、自治体も緊縮財政を強いられるということがあった。日本的雇用が崩

壊したと言われ始め、成果主義制度が導入されるというのもこの時期になる。い

わゆる固定給をいかにして削減するかというようなことを企業がこぞって考え

るというような時代になった。 

就職氷河期、ちょうどこの団塊の世代の子どもたちが就職氷河期にみんな突

入する。そして非正規雇用が拡大し、不本意でパートになるというような問題が

大きく労働問題の中では取り上げられるようになった。派遣労働が正社員に代

替されるのではないか、そういう警鐘もあった。 

そして、阪神淡路大震災がこのときにあった。非常に不安定な時期というのが

この不況期、1990 年代前半から 2000 年代前半ぐらいまで日本を覆うことにな

る。 

この時期は、私は経済の踊り場というふうに思っている。何に価値を置いてい

いのかわからない。何か次の時代に変わる前には必ず踊り場に立つ時代という

のがあって、ダイエットもそうだが、必ず停滞する時期が来る。その時期に体の

中は何をやっているかというと、体の中の組織を作っている。体の中の組織、日

本の中の働く組織をみんな変えて次の時代に合ったシステムに組み替えて前に

進むというようなことを一生懸命この時期にやっていた。 

次に景気低迷期に入る。ここでも先程のバブル崩壊の不況期からようやく立

ち上がれると思ったときにリーマンショックが起こったり、あるいは東日本大

震災が起こったりという不測の事態が起こる。上がっては下がり、上がっては下

がりというのを繰り返す時代が来る。このころ何がトピックであったかという

と、団塊世代が大量退職するということが起こった。定年退職後の継続就業、再

雇用というものがこの時代から開始された。 

同時に、ブラック企業とか、過労死の問題、職場のメンタルヘルスの問題とい

うのはこの時代に非常に言われるようになった。そして同時にデジタル化も大

幅に進んでいく。Google、Amazon、SNSが普及する。 

そして、プレコロナの時代、ウイズコロナの時代ということに入っていくので

あるが、1つこの中で働き方改革というものがやはりかなり大きいファクターだ

ったのだろうと思っている。かなり労働時間が削減され、働き方というものにつ

いてもう 1 度立ち返って考えてみよう、働く人だけでなく、会社自身が積極的

に考えなければならない時代になったということが非常に大きい。 

このプレコロナ、ウイズコロナ、ポストコロナ、未来というところにいろいろ

キーワードがあるが、少しかいつまんで話したい。 

何と言ってもテレワークがウイズコロナの時代に大きな働き方の変革、変化
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して変容させるというようなことになっていくと思っている。私の所属してい

る研究所でコロナ禍での働き方という大規模調査をやり、いろいろな事実とい

うか、事象分析が行われている。「コロナ禍における個人と企業の変容」と書か

れている書籍をぜひお読みいただきたい。 

その中で、テレワークで今後変わっていくのか、テレワークは継続するのかと

いうような話が書かれている。実はテレワークというのは、この絵にあるように、

今非常に回り始めているが、実はもう 1970年代からテレワークというのはいろ

いろあり、特にアメリカで。SOHO（Small Office Home Office）であったり、

マルチワークであったりという形で、職場にいないで、いろいろなところで、自

分の好きなところで働けるというのが 1 つの定義であった。それとワークライ

フバランスというものがつながって、働きながら生活も豊かにするというよう

なものがテレワークであるというようなことで推進はされていたが、実のとこ

ろうまく推進ができていなかった。それがすべてのキーが揃って、オンラインと

か、デジタル化も揃って、コロナかという 1 つの一撃があってぐっと進み始め

た、回り始めたというのが私はテレワークだと思っている。 

現場に行かなければどうにもならないという仕事は当然あるが、テレワーク

というのは恐らく、多くのデスクワークはテレワークで対応できるのではない

かと思っている。 

テレワーク継続の鍵としては、定着している職場では仕事の評価基準が明確

であるが、ある意味怠業を防ぐような、どうしても怠け癖があるので、それを怠

けさせないような何か防ぐようなうまいシステムを作っている会社ではテレワ

ークが継続していくだろうということである。 

あるいは日本的雇用制度はテレワークを阻害しないという実証も出ている。

これはいわゆるジョブ型という職種別に評価をするような職種であればテレワ

ークというのは馴染みやすい。いわゆる日本的雇用型の会社の中ではテレワー

クというのはそぐわないのではないかと言われていたが、実はそうではないと

いうことが実証されている。 

では何がテレワークの鍵になるのか。さっきの評価基準の 1 つ、その下にあ

るように、周辺環境を整えるということが重要だと。住宅、ICT環境と書いてい

るが、例えば同居家族が大勢家の中にいてテレワークができないというのも 1つ

の阻害条件になるので、それをいかにその壁を超えていくかということが重要

になってくる。 

そして、フリーランスは特にオンラインの効果が高いと書かれている。これは

特にフリーランスは助成金の対象外で非常に打撃を受けたが、生き残ったフリ

ーランスは、どうクリアしたかという分析して、それはやはりオンライン化と濃

密に関係がある。オンライン化を進めたフリーランスは増収しているし、生き残
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ってもいるという検証が出ている。 

コロナ禍で変わる働き方とウェルビーイングということで、これはワークラ

イフバランスとの関係であるが、テレワークで働く人たちの満足度や生活満足

度は上がっている。ワークライフバランスの実現度に正の効果があった。特に男

性に。在宅勤務がニューノーマルになった男性に関しては生活時間の中で家事・

育児時間が大幅に増加したという事実がある。これは継続してテレワーク、在宅

勤務をやっている人であって、緊急事態宣言のときに在宅ワークになって、それ

以降やめた人は全く育児・家事時間というのは変わっていないけれども、継続し

て在宅勤務をしている人は育児・家事時間というのが増加して、ワークライフバ

ランスの実現に貢献しているとのことである。 

そして、フリーランスに関してもオンライン、デジタル化の実施を行ったこと

によってウェルビーイングが非常に高まっているという事実も出ている。 

一方、コロナ禍で変わる働き方に関しては課題も出ており、特に女性のウェル

ビーイングというのが低下している。ジェンダー格差の拡大が懸念されるとい

うのも非常に警鐘をされているところでもある。 

そして、在宅勤務になると労働時間が曖昧になったり、長時間労働になったり

するリスクというのも必ずあるので、この辺もどうするかが課題であると思わ

れる。 

そして、ポストコロナの働き方、今のところを踏まえて、今後 30年を見たと

きに、どのようになっていくかという、想像めいた話であるが、まずデジタル化

は必ず進展していくし、定型業務は ICT によって代替される。いわゆる窓口業

務のようなものは必ず代替されるであろうということは想像がつく。 

その中で、デジタル格差をいかに埋めるかが非常に大きな問題になってくる。

アクセスができない人とか、そういう人たちが必ず一定数出てくるので、そうい

う人たちをいかに減らすか、が大きな課題になってくるのではないかと思う。 

寄り添うということは非常に重要であるが、私はどちらかというとそれをな

くすように攻めの姿勢でデジタル化を進めていただきたいと思う。非常にご高

齢で ICT に馴染みのない人たちに今からやれというのは無理であるが、今でき

る人たちは、ちょっと慣れていなくてもできるように教育して未来につなげて

いくという攻めの姿勢というのが非常に重要になってくると思う。 

また、テレワークの定着、これは行政の職員もそうだが、多摩市に住んでいる

市民もみんな恐らく都心まで混むので、テレワークする人たちの率というのは

高いと思う。テレワークを定着させる、というところに着目してもらい職員の配

置や、評価システムの適正化をお願いしたい。 

そして、自宅の就業環境の整備であるが、先ほど同居家族があって部屋が狭い

からテレワークできないということなら、サテライトオフィスとかコワーキン



8 

 

グスペースを駅の近くに作って、職員も多摩市民もみんなそこで使える人は使

えるようにするというようなことも必要ではないかと思われる。 

そして個別キャリアの時代である。フリーランスが増えて、1つの自分のキャ

リアのドメインだけでなく、パラレル型、複線型のキャリアが進行していくとい

うことが増えていくと思われる。兼業、副業というのも規制が緩和されると思わ

れるで、1 人が Twitter のアカウントが 10 個ぐらい持てるような形で、いろい

ろなキャリアで、いろいろな面を持ちながら働いていく世の中になっていくの

だろうと私は想像している。 

最後、4 つ目であるが、SDGs、ノンプロフィット×プロフィットの協働とい

うことで書いているが、信用というものが非常に重みを置く時代になってくる。

企業は選ばれるために、選ばれる存在を目指すということになるので、消費者は

何を企業がやるかというのを見る時代になる。社会貢献活動であるとか、企業が

こぞって入ってくる時代になる。プロフィットとノンプロフィットの垣根が薄

くなってくる時代になってくると思われる。そこをうまく多摩市が使って、企業

と協働するような形で何かいい市民サービスが見いだせるというのが 1 つ考え

られるのではないかと思う。 

最後に、それを踏まえた新しい行政の機能的な庁舎とはということで、集中と

分散を意識したらどうか。いわゆる司令塔的なものと判断できるブランチとい

うのがあって、司令塔というのはあくまでも小さいものであるけれども、緊急的

なときには集中した中央になる。それ以外のときは分散したところで判断でき

るというような形。当然小さな行政になるので、共助、協働というのが必須にな

ってくる。そして分散をつなぐ高レベルのオンライン化というのは必須になっ

てくると思われる。 

2つ目、柔軟性を取り入れるということで、組織はどんどん柔軟になっていく

だろう。そしてそれに合わせて施設も柔軟でなければならない。目的に合わせて

レイアウトが簡単に変えられたり、それには余裕や余白、遊びというものが施設

に必要になってきたりするだろうと思う。 

多様性と寄り添う、これは最後の最後であるが、本当に多様な時代になってく

る。多様な働き方、多様な価値観ということになって、ジェンダーフリーだった

り、エイジフリーだったり、バリアフリーであったりということになってくる。

これは逆に言えばいかに格差を埋めるか、ということを体現するような庁舎に

することだと思う。そこに関しての攻めの姿勢を体現できる、見せられるような

施設であってほしいなと思う。 

一番象徴的なものはトイレだと思っていて、ジェンダーフリーのトレイとか、

バリアフリーのトイレは当たり前だが、そういうありきたりではない、考えられ

るようなトイレをデザインしたものがこの庁舎の中に 1 つあることによってす
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ごいメッセージ性が高まるのではないか。 

少し長くなったが、ここで報告を終わる。 

 

「これからの『市役所』を考える ~市民ニーズ・街づくりの観点から~」 

 

委  員  私は専門的な部分では庁舎建築は詳しくないが、コミュニティとか市民ニー

ズというようなまちづくりの観点から今後の市庁舎がどうあるべきか、お話し

したい。 

まず自己紹介であるが、出身は建築学科で、東京都立大学、八王子に通ってい

た。現在は千葉工業大学でデザイン科学科というところでデザイン全般の研究

をしている。人の行動や振る舞いに着眼して空間をデザインしたり、コトをデザ

イン、イベントをデザインしたりということをやっているが、特に最近では人口

減少時代に入っていく中で、減らし方のデザインとか、コミュニティのデザイン

ということを研究室の活動の中でやっている。 

減らし方のデザインというのは、我々モノづくり、建築にしても、工業デザイ

ンにしてもモノを量産する時代に学んできた世代であるが、これからは人々が

幸せになる減らし方を考えるということも 1つのあり方かなと思っている。 

今日は特に太線で書いたようなコミュニティとか場の愛着づくりという視点

から市役所がどのように作られていくべきかを、話させていただく。 

まず、市民にとって市役所とはどんな場所なのかということである。現状の市

民のニーズというものを考えてみると、まずどのぐらいの頻度で行くところな

のか、それから何をしに行くところなのか、どのぐらい滞在するのかということ

をちょっと思い出していただきたい。 

私自身のことで言うと、例えば仕事の関係で来庁するという、建築職の方で確

認申請に来るということでなければ、多くの人は年に 1 回行くか行かないか、

多くても 5回ぐらいなのではないか。 

また、何をしに行くところかというと、多くは証明書、印鑑証明とか住民票の

取得、そして申請や手続き、または子育ての相談かと思う。 

どのぐらい滞在するのかというと、多くの人が利用する証明書の発行となる

と、発行手続きというのは本当に短時間で、最近はかなり DXというか、デジタ

ル化で発行までもそんなに待たされることは減ってきたが、滞在している時間

の多くは待ち時間なのではないかというイメージもある。 

これはネットで探してみつけた他市で行われたアンケート調査の結果だが，

来庁用件を市民にきいてみると、やはり戸籍や住民票、印鑑証明というのが 61％

と圧倒的多数で、その次に、医療、国民年金などの相談ということで、半分以上

の人は証明書をもらいに来るのが来庁用件ということがわかる。 
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この何をしに行くかのメインの用件が今後 DX 化されていくというか、既に

マイナンバーもだいぶ浸透して、コンビニ等でもこういったものができるよう

になってきている。すると、証明書をもらいに行くというような用件では庁舎に

行かなくて済むようになってくる。その結果、頻度、滞在時間、待ち時間もなく

なっていく。庁舎での待ち時間がなくなると、多くの市民にとって庁舎は何のた

めの場所になるかというと、相談に来る方々の場所になると思う。これは窓口業

務に関してであるが，そうすると、証明書発行や申請に関する人たち以上に、来

る頻度も滞在時間も長くなっていくことが予想できる。 

このように DX 化によってそもそも市庁舎に来る市民のニーズというものが

ゆっくりと大きく変わっていくということを想像したときに、市役所が担う、ま

たはこれから期待される役割や、市民に対する新たな公共のサービスがどのよ

うになっていくのかということを考えていく必要がある。 

例えば、人口が減少し、財政が縮小していく時代で、社会における公共もしく

は公共サービスというものがどうなっていくかという問いを投げかけた学生た

ちの 1つの回答だが、私はすごく共感して多用しているものである。 

つまり、公共サービスは公共の施設に関してもそうだが、その多くが若い人た

ちにとっては民間サービスと区別がつかなくなっている。例えば学校教育施設

と言っても私立の学校もあるとなると、多くの学生とか若い人は、公共サービス

と民間サービスの違いがよくわからなくなっている。そんなに公共施設に関し

てお金がない、財政がひっ迫していくということであれば、民間にまかせればい

いのではないかみたいな意見も若干あるわけである。 

じゃあ公共サービスというのはこれからどうなるべきなのかということを考

えたときに、民間サービスはお金を払えば受け身で与えられるサービスだが、こ

れからの公共サービスはお金を払えば受けられるという受け身のサービスでは

なくて、市民たちが自ら参加してサービスの提供側にも，受ける側にもなれるよ

うな、行政と市民が共に進めていける共生型のサービスになっていくのではな

いか。そうなったら楽しいのではないかというような答えがあった。 

それは私ももしかしたらそうかもしれないと思っていて、市民が行政に参加

していくというような形がこれからの公共サービスなのかもしれないと考えて

いる。 

そのときにどういうところに市民が参加してくるかというと、まちやコミュ

ニティを作っていくというところが主になるのかと思う。そうすると市役所と

いうものも共生の拠点、つまりコミュニティづくりの拠点としての位置づけと

いうのが新しくニーズとして出てくるのではないかと考えた。 

この共生の拠点ということで考えると、どんなことが役所の機能として出て

くるのかということで整理してみた。まず情報の共有。何かの用事があって立ち
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寄ったり、これから市役所に新たなサービスが加わったときに、滞在型の居場所

としての市役所というあり方がもしあった場合、市民が来庁したときに市の状

況がわかるとか、市が今課題として掲げていることが自然と目に入ってくるよ

うな環境や空間があるということがまず 1 つの価値になってくるのではないか

と思う。 

よく行政の方々と情報発信について、例えば市民に情報発信したかと聞くと、

公共施設、公民館やいろいろなところにチラシを貼ったとか、置いたとか、それ

から市のホームページで発表したというような回答をもらう。しかし、逆に市民

の側からこの情報を知っていたかを聞くと、そんなの聞いていないという話に

なる。なぜ知らないかというと、多くの働いている世代、現役世代の方々は公共

施設をほとんど使っていないとか、市のホームページなんて台風とか地震とか

何かなかったら開かないということで、発信されているかもしれないが、それは

キャッチされていない情報だったりする。そういったときに、実際の空間の中に

目に留まるところに何か情報があるということは 1つの価値になってくる。 

ちなみに、情報発信について、最近はホームページをわざわざ見に行かない。

そこで情報発信を SNS、Twitter であったり Instagram であったり使って行っ

ている行政が増えてきている。そういった自治体の情報というのを SNSでフォ

ローしてチェックしているかということを学生に聞いてみると、学生たちの多

くが、自分の住んでいる自治体や自分の地元自治体の Twitterとか SNSはフォ

ローしない、と回答する。なぜかを聞くと、自分が例えば多摩市に住んでいて、

多摩市の Twitterをフォローすると第三者にとっては、自分が何をフォローして

いるかという履歴を見るだけで、この人は多分多摩市の人だなということが情

報としてわかってしまうので、個人情報になるので自分が住んでいるとか、自分

のゆかりのある自治体のページはフォローできないというような答えもある。 

なので、情報発信の仕方というのも我々は発信する側の考え方と、実際にキャッ

チしてほしい人たちのキャッチの仕方にずれがあるのかもしれないと思う。 

それから、参加型、市民が行政に参加していく形になると、先ほど相談の機能

が重要視されるのではないかという話をしたが、協働の場所、課題を共有する場

所がもしかしたら市役所に出てくるのかもしれないと思う。会議室みたいなも

のも当然あるが、もっと開かれた、市民たちが自主的に活動できるような場所と

いうのが市役所の中に内在されてもいいと考える。 

さらに DX化、デジタル化というとオンラインである。バーチャル空間という

ことになるが、一方で、市役所をこれから建てるということになるとオンサイト、

フィジカルな空間ということになる。我々建築をやっている人間もそうだが、実

空間の方、フィジカルな空間の価値というのを改めて考えてみないと、オンライ

ンでもできることはこれから確実にオンラインに置き換わっていくと思われ、
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そうした方が地球環境的にもやさしいかもしれないと思う。やはり実空間でな

くてはならないこと、実空間だからこそできることというのを、今後は庁舎建築

に限らず多くの施設で改めて考えてみるということが必要になってくるだろう

と思う。 

バーチャル空間で見ると、人間が対応するわけではないので、オンデマンドで

24 時間いつでも取れる、対応時間に関しても自分で操作をするので、待たされ

ることもなくなる。それから、適切な情報にうまく進め、アクセスしていければ

適切な情報を間違いなくキャッチできる。それから、パソコンで、1人でやるこ

となので、プライバシーとかセキュリティという意味で通りすがりの人に情報

を聞かれてしまうこともなくなる。 

というふうにある機能、サービスに対して確実にやろうとするともしかした

らデジタルな空間、オンラインの空間の方が確実にできると思う。だからサービ

スに求められる価値というのは。もしかするとバーチャルな空間の方が適して

いるかもしれない。 

それに対して、実空間、オンサイトの空間というのは、待ち時間があったり、

それから予期せぬ情報に、先ほどの掲示板のように探そうと思った情報ではな

いが、行ってみたらこんなポスターがあったというふうに偶然出会ったり、それ

から、たまたま市庁舎に行って自分の用事を済ませに行ったときにすごく久し

ぶりに誰かと会ったりというふうな、自分が予定したり計画していたことでは

ない偶発的なことというのが起こるのがオンサイトの 1 つの価値になる。そう

したところから生まれるさまざまなアイデアや発想というのは実はたくさんあ

るので、こちら側の価値というのを庁舎という建築に求めると，どういったこと

が必要になるのかというのを考えてみるのも 1つのあり方かなと思う。 

その次に、情報空間、オンライン空間と実空間の適切な機能配置をした上で、

実空間の価値というのを新庁舎にどうやって実現していくかというふうに、こ

ういった価値というのが庁舎の中にどうやって起こるのかを考えてみるという

のも 1 つ。そのために必要となる立地条件や敷地の広さ、空間構成を考えると

いうことが 1つのあり方ではないかと思う。 

市民が立ち寄りたくなる役所とは、実空間が用事を済ませに行く場所ではな

くて、用事を済ませに行ったついでに何か価値が生まれる場所とすると、行きた

くなるような、ちょっと市役所に行ってみようと思うものが新たに加わること

になるのか、と考え、少しそういった事例を紹介する。 

最近ではよくいろいろな自治体で、市役所という実空間の中で、例えば市民の

マルシェを開くというような事例最近では出てきている。練馬区役所のマルシ

ェのポスターだが、こんなことが定期的に開催されていると、別に証明書を取る

だけではなくて、何となく立ち寄る場所の 1つの候補として役所が出てくる。 
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それから、これは大学のある習志野市の新しく建った市役所で、2、3 年前に

グッドデザイン賞を受賞した新庁舎であるが、ここは敷地が傾斜しているので、

エントランス階が 2階と 1階にある。ちょっと坂状になっているので、1階と 2

階をつなぐ緩い階段がこうした階段状のホールとしても使えるように設計され

ている。甲子園に習志野高校が行ったときにはパブリックビューイングをやっ

たり、吹奏楽部が非常に有名な地域であるが、吹奏楽部の演奏会を市民が聞きに

来たりというように市役所が使われている。 

ここは普段は 1 階と 2 階のエントランスをつなぐ階段なので、通り抜けが可

能で自由に立ち入ることができるため、こういった場所があることで市民が来

やすい役所になり、この 2階にはちょっとしたレストラン、食堂が入っていて、

そこも自由に市民が使えるようになっている。 

特にイベントがあるから来るというところもあるのだが、この階段下のフロ

ア、は普段は書道展みたいな展示がされるということもあり、何もイベントがな

いときにはテーブルと椅子が配置してある場所で、ちょっと休憩室のように使

える場所になっている。 

こちら側の階段下のところには情報公開の行政の発行している資料が自由に

手に取って見られるような空間になっているので、ちょっとした待ち時間や散

歩の途中で立ち寄った人たちがそういうのを見る機会にもなっている。こうい

ったことが実空間の 1つの価値になり得ると思った。 

これは市役所の話ではないが、我々が大学で地域の人たちと一緒にやってい

るまちを活性化するためのアートイベントを開いたときに、行政の若い担当者

の方がベニヤ板で作ったような掲示板を作ってきて、今公共施設の再編をやろ

うとしているというお話を、行政の説明会ではなく公園で開かれているアート

イベントで立ち寄った子ども連れの若い夫婦に一生懸命説明していた。ここで

聞いている人たちも、こういうふうに公園のアートイベントでコーヒーでも飲

みながら立ち寄ったときに行政の公共施設再編の話を聞けるとは思っていない

のであるが、そこで偶然聞いたことで、初めて知ったとか、そういうことをしよ

うとしていのか，と若い世代の人たちにも、情報が浸透していく場面を見た。こ

れが実空間の 1つの価値と思う。 

最後に余談であるが、大学院の授業の中で、行政の情報をどのように市民に浸

透させるか、また合意形成をどう図るかというような課題に対して、1つの学生

の回答であるが、例えば、コーヒーが自動で出てくるような機械を置いた場所を

作ってあげて、ここは 2 人同時にコップを出さないとコーヒーが入れられない

が、2人同時にやれば無料でコーヒーが出という仕組みにしたときに、そこに立

ち寄った人たちが、コーヒーがドリップされている間に、今市でいろいろ検討さ

れている課題を見ることができるとか、そこに意見をすることができるという



14 

 

ような仕組みを作ってはどうかというような提案である。 

コーヒーが飲めるからと思って立ち寄るが、そこで行政の今課題になってい

ることを知ることができて、併せて、例えば台紙、紙で、それに付箋紙みたいな

ものがついていて、ここに自分のアイデアとか意見、感想を書いて、コーヒー代

の代わりに意見を提出して下さい。とあったら、意見を出そうとするのではない

か。それをお互いに見ることが楽しみになるような場所を作ったらどうかとい

うような学生の提案である。実現は難しいかもしれないが、こういうふうにした

らもっと行政のことや市の課題を若い人たちも考える機会になるという意味で

彼らは提案している。 

情報の発信の仕方ということを含めて、せっかく市役所という実空間を作る

ので、実空間の価値をどのように高めて市民を巻き込む場所にできるのかを新

たに考えていくのが 1つのあり方かなと思う。 

 

「DXで変える・変わる自治体の新しい仕事の仕方」 

 

委  員  私は 29年間区役所職員をやっていた。総務省や文部科学省のアドバイザーを

やっており、テレワークマネージャーもしていることでこの場にいると考えて

いる。そもそものきっかけとして、豊島区役所は2015年に新しい庁舎を建てた。

庁舎移転の際に、情報システム課長だったのだが、区長から、新しい庁舎にふさ

わしい新しい働き方を実現してくれ、という依頼を受けた。そこで当時の自治体

としては珍しい全フロアに無線 LAN を設置し、それから来訪者用のWi－Fiを

提供、当時としてはまだ珍しいテレワークを導入して、基礎自治体としては初め

てテレワーク協会から表彰を受けた。そういった独自の取り組みを認められて

総務省のアドバイザーになった。 

4年に区役所を辞めて、フリーのコンサルタントとなり、今はアドバイザー事

業を中心にいろいろな自治体の手伝いをしているのでそれらを踏まえた発表し

たい。 

本業である総務省の地域情報化で言うと、デジタルガバメント実行計画を国

が作ったときに、総務省では同じタイミングで自治体 DX推進計画を作った。そ

の背景としては、デジタルガバメント実行計画の目標が「誰一人取り残さない、

人にやさしいデジタル化の実現」となっており、国がいくら頑張っても国民の実

感として湧かないのではないか。国民に最も身近な、基礎自治体がデジタル化に

取り組まなければいけないということから、総務省が自治体 DX 推進計画を作

ったと聞いている。 

ここで重点取組事項としている 6 つの事項が挙げられている。この 6 つの事

項を自治体が取り組んでいくとどのように変わっていくかについて、その視点
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から今日は庁舎というのはどうあるべきかをお話ししたい。 

私は 6 つの重点取組項目のうちで一番ポイントとなるのは行政手続きのオン

ライン化だと思う。これまで各委員の発表もまさにその点を踏まえて発表して

いたのではないかと思う。 

行政手続きのオンライン化によって役所に来なくてもサービスを受けられる

というところがキーポイントである。そのためにマイナンバーカードを普及さ

せたり、手続きのオンライン化を進めるためにはシステムがそれに沿っていな

いと、進まないということで、システムの標準化、共通化に取り組んでいる。 

こういったものができ上がると、手続きはデジタルでやってくる。要は紙でも

らっている申請書というのがデジタルに変わると AI（人工知能）とか RPA

（Robotic Process Automation）が判断できる。AIが判断して、OKとなったも

のに対して RPAがシステムに入力することができるようになることで、AIとか

RPA の利用が促進される。ここから先は、職員も窓口にいなくていいではない

か。究極を言えば本庁舎の中にいなくていい。 

テレワークは間違いなく自治体においても普及させなければいけないと思っ

ているが、自治体においてのテレワークは、自宅勤務、在宅勤務ではない。アウ

トリーチという形で職員がもっと現場に出て、共生とか協働に取り組むときに、

手ぶらで行くわけではないし、紙の資料を持っていっても予想外の反応があっ

たときに何もできないということになり兼ねない。テレワークというのは自分

が普段使っているパソコンを外に持ち出して、まちの人たちと一緒に働く働き

方ができるようにするためのツールではないかと思っている。 

そのためには当然セキュリティが同時に重要ということで、この 6 つのもの

が結びつくと勝手に考えた。 

その上で、庁舎建設のインパクトということだが、行政手続きのオンライン化

が進む（総務省は 31の子育てとか介護という手続きしか挙げていないが、先進

自治体では対象を拡大して、すべての申請のデジタル化を進めている）と、窓口

はもう要らないのではないか。要らないとは言わないまでも、そこに職員がずっ

と座っている必要はない。職員が窓口から解放される。勤務場所が選べるように

なる、というインパクトがあると思われる。 

そして、AI・RPA の利用が促進され、申請もデジタル化すると、これまでは

紙で出てきたものを仕方なく人間がそれを読み解いて、この人に受給資格があ

るのかどうかとか、この人は 10万円をもらえる資格があるのかどうかをチェッ

クしていたが、そういったものも要らなくなる。すべて AIが判断して、RPAが

その入力をしていくようになれば、職員はその仕事からも離れられる。 

どういうインパクトがあるとかというと、第二線と呼ばれるカウンターの後

ろに職員が座っていて、その人たちが審査業務とか入力業務とかしているが、そ
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ういった要員が不要になる。 

また、保育園の入園申請とか、年に 1回の手当の受給申請とか、そういった作

業のために今は共同の作業場所がある。大きな部屋をある一定期間借りて、そこ

に職員が詰め込んで作業をしているが、そういったものも不要になる。それより

もこれからは AIが判断した結果、RPAが入力してエラーになったもの、こうい

ったものを確認するためのブースが必要になる。みんなで作業する場所よりは、

個別集中型の、じっくりと中身をチェックできるような、そういった個別ブース

が必要になってくる。 

そして、これらが進んで、職員はテレワークできるようになる。当然子育て、

介護を抱える職員が職場外で働ける多様化という面でもテレワークは重要だが、

私の場合には公務員のテレワークはアウトリーチ型業務という考え方である。

職員がもっと住民に歩み寄る形になる、新たなサービス形態ができるようにな

る。そのときの庁舎建設のインパクトは、個人用の席は設けなくてもいい。朝来

たらすぐに外に出ていけばいいし、逆に言うと朝来なくてもそのまま外で働い

て、必要なときだけ庁舎にやってくる形の働き方に変わるということである。 

このときに、実際にはこの次のセキュリティが関係してくる。機微な情報をど

こでも扱っていいというわけにはいかない。民間企業のようにコワーキングス

ペースとか喫茶店とかで大事な書類を開けて作業をするわけにはいかないので、

重要になるのが支所とか公民館などの公共施設、これをサテライトオフィスと

して活用すればいいのではないか。これまで行政はどちらかというとファシリ

ティマネジメントで、サテライトオフィスの縮小、削減をした。その結果、そこ

にいる人員は非常に少ない。その余剰スペースを使うことでテレワークはより

進み、小さい子どもがいたり、大家族だったりと、家で集中するのは難しい状況

も解決されると思う。 

最後に、セキュリティ対策は大事である。総務省は平成 27年に日本年金機構

の大量の情報漏洩事件から、自治体職員に対してインターネットと分離して働

く働き方になっている。それが今見直されている。文部科学省はいち早く今般の

ギガスクールへの取り組みを踏まえてゼロトラストを進めている。学校という

閉じられた空間だけで授業は成り立たないので、校外学習とか、入院先の病院で

子どもたちが学習できるようにと考えると、セキュリティというものは認証型

の技術が進むようになってくる。これを考えると、庁舎建設のインパクトとして

は、パソコン一人一台となり、会議室とか共用エリアでの使用が盛んになってく

る。どこに持ってきても、自分の仕事ができるようになる。 

一方で、機微情報の漏洩が怖い。本庁舎とかサテライトオフィスと言われてい

る支所、公民館については民間企業と同じようなゾーニングを考えた方がいい。

今はすべてがオープンで、カウンター越しにいろいろな情報が見えてしまって
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いるが、それを防ぐという仕組みが必要だと思う。カウンターを減らしていけば、

必然的に壁は増えていくと思う。 

自治体 DX 推進計画の 5 年間が過ぎると、これだけでも庁舎に対するインパ

クトは変わってくる。そう考えると、さらに 5年後の 10年後は誰も見据えるこ

とができない。実際に豊島区役所ができてから 7 年経過するが、その 7 年の間

に当初の原形をとどめないレイアウトが変更になっている。当初は一生懸命私

も考えてフリーアドレスにふさわしい机の配置とかを考えたが、ここで例に挙

げている竣工時はまさに当時の豊島区役所だ。フリーアドレス制、天板式の机と

キャスター付き袖机で職員がどこでも働ける働き方だったのが、今回私がお見

せした 5 年後を考えると、もっと柔軟な働き方、民間企業のフリーアドレスに

近い、係で固まる必要もないので打合せ場所をもっと増やす、そういった働き方

になると思う。 

さらに最近のトレンドかもしれないが、職員がカウンターに座ってお客さん

を待つという働き方ではなくなってきている。どうしても自分では申請入力が

できない人が役所に来たときに、わざわざカウンターに座っている必要はなく

て、職員がタブレットを持って出て、次はここを押してくださいという働き方に

変わっていくのではないかと思っている。窓口自体の面積が増えているのは、カ

ウンターが減った分、じっくり話を聞く仕組みを作るための工夫である。このよ

うに、先が見えないことを考えると、柔軟な庁舎、柔軟なオフィス環境、そうい

ったものを取り組んでいくことが大事だと思う。 

例えば、会議スペースを考えたときに、ひと昔前の豊島区役所ができた当時は

会議室をたくさん作った方がいいという考えであった。そこにディスプレイを

備えつけてとか、そこにホワイトボードをつけてとかいうのは豊島区役所建設

当初の会議室である。今は会議室までの移動の時間とか、会場での事前準備とい

うのは無駄ということで、すぐに始められて柔軟な発想ができるようなコミュ

ニケーションのあり方ということを考え、職場の中に、打ち合わせスペースをた

くさん作った方がいいと考えられている。 

また先ほど職員が集中できる環境を作った方がいいという話をしたが、集中

できる環境というと、最近エキナカにあるような閉じられた空間みたいなこと

を考えるが、果たして高いお金をかけて立派なのを入れなくても、移動式のパー

テーションを組み立てて囲うだけでも集中スペースができるのではないか。職

場の中の窓口から離れた場所、カウンターをなくした閉じられた空間ができた

らセキュリティゾーンというものを設けて、そこで働けばわざわざ囲まなくと

も集中できる。 

これからは本庁舎の整備と同時に、出先施設の見直し、あり方というものを考

えていただきたい。ファシリティマネジメントの考え方が変わったと言ったが、
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これまでは床面積をどう削減するかであったが、これからは持っている施設の

有効活用が重要。本庁舎ももちろん、役所がどんなにぎわいを創出するか、どん

な民間企業とタイアップするかということも考える。施設の有効利用、特に出先

とか支所とか公民館に役所と同じようなサービス、本庁舎と同じようなサービ

スを可能として、職員のアウトリーチで対応する。支所や公民館に職員を増員す

る必要はない。本庁舎の職員が出先でもそのサービスが提供できるような仕組

み、デジタルデバイドは本庁舎に来させるのではなくて、身近な場所で担当職員

がそちらに出向いて、アウトリーチで相談をしたり、入力をしたり、申請をした

りという形ができれば、ワクチン接種の順番待ちで大騒ぎしたようなこともだ

んだん解消されてくるのではないか。役所はインターネットと分離したネット

ワークを持っているというのは非常に強みである。インターネットはセキュリ

ティに難があるので、強みであるデータ系ネットワークというものを使って新

しいデジタル時代の施設のあり方を考える。私は多摩市の市役所の建て替えは

とても大事な話だと思っている一方で、同時に考えいただきたいのは、駅近くに

ある（永山や聖蹟桜ヶ丘にあるような）出先施設、そこでのサービスの充実とい

うものを考えていくとこの庁舎の建て替えはどうあるべきかも見えてくると思

う。 

 

会  長 大変興味深いお話を 3 名の委員からいただいた。今日の話はどうも我々委員間

の議論というより、行政と対話した方がいいのではないかという気もする。まず

市長さんから話をしてもらった方がいい。市長さんに聞いていただいたが、私が

聞かせていただいた要点をキーワードで整理すると、共通していたのはデジタ

ルとサービスということ。デジタルというのは時間も空間もフリーにし、バリア

をなくす。そのメリットとデメリットがあるが、デジタルには否応なくどう対応

するかを考えないと、これからの検討は進まないというのが共通した話と思う。 

もう 1 つ、面白いのは、ノンプロフィットとプロフィットの境がなくなると

いうこと。新しい公民共助ともいうべき話だった。公は公共ということだが、民

は民間企業が公共パートナーとして地域運営をしていくということと市民の役

割という話だった。 

また、公共サービスというものも共生型サービスになっていく。もし形容詞を

つけるなら公民共生型のサービスで、特にこの民は恐らく市民であろう。行政と

市民が共生していくようなサービスのあり方、市民はサービスを享受しにいく

というよりも、これからは出す側の市民もいるという共生ということがあって、

そこにデジタルが入ってくるというのが今日 3 人の先生からいただいたお話し

で、そうかと思った点である。ご質問を含めてざっくばらんにコメントをお願い

する。 
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市  長  今会長がまとめていただいたとおりと思う。私から働き方改革ということで、

これはまさに委員から最初に話があった通り、市役所だけではなくて、世の中全

体が今変わっていく中で、恐らく役所というのはその象徴で、霞ヶ関なんかは部

屋で仕事をしている。国会への対応に追われている様なんていうのは本当にア

ナログだと私は思う。 

一方、言われたとおり、デジタルとか ICT、AI、こうしたものを使いこなす中

で、仕事の内容として変わるものと、なかなか変えられないものがある。私も市

長として 10年間やってきて、確かにたまにしか来ない方、つまり申請手続きや、

証明書を取得に来る、そういう方もいるが、一方で、本当に困りごとを抱えてい

る人はシンプルな問題ではなく、かなり複合型の中で起きていることが、特にコ

ロナ禍の中でそうした事例が増えてきている。 

そうすると、行政というのは 1 つのセクションだけではなくて、例えばシン

グルの人もいれば、家族もいるし、その抱える課題がかなり多様化している。そ

のときにはチームで対応することが必要。ここが厄介なのは、チームで対応する

ときに、行政は縦割りのため、子ども青少年であったり、健康福祉部であったり、

住宅問題は都市整備部だったりになる。そういうときに働き方改革の中で、ICT

をどこまで活用していけるのか。単純な相談業務はそれでかなりの部分はカッ

トできると思うが、残された部分についてはいろいろな対応が必要であるが、先

ほど委員からお話があったようなご提案は、恐らく多摩市が一番苦労している

ことではないか。職員が 1 日でも隔離されたところにいて、誰にも見られてい

ないところになると、相手方によってはなかなか対応が難しくなる。私もいわゆ

るオープンスペースの中で相談を受け、場合によってはチームで対応すること

が必要かなと思ったりする。多様な働き方によって対応できる部分と、市役所は

相談機能がメインであるというところで、どのようにしていったらいいのか。漠

とした話であるが、AI、ICTが普及する中で、最後はここで、10年後だけでは

なくて、建物そのものは 30年後、40年後にも対応していかなければならないの

で、そうしたところで、お話し頂いた委員の話を伺いたい。 

もう 1 つ、2 番目の話の中で、公共のあり方というところで議論があったが、

納税した人だけが対象ではなくて、納税しない人、特に高齢化が進んでいくと年

金オンリーの人が増えて、また、自営業の人を含めて必ずしもすべての人が課税

されて納税しているという状況ではないので、そういう意味では公共のあり方

という中で、民間と公がどう違うのかという話もあった。一方、今公共セクター

の重要性が高まっているように思う。コロナ禍の中で格差がかなり広がってき

ている中で、行政のやらなければならないことが増えて、一方で、公民連携とか、

行政だけでは対応が難しくて、民間の力を含めてやっていくことが必要になっ
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ている。多摩市でも「しごと・くらしサポートステーション」というところは民

間の事業者に委ねることによって従来の行政では対応できないところも対応で

きるようになってきている。ただやはり今までの考え方を超えて、公民連携をど

う進めていったらいいのか。もちろん制度とかは分かるが、そういうところで何

か一つ委員からご示唆いただければと思う。 

 

委  員  1 つアウトリーチというのがかなり重要なキーワードになるのだろうと思っ

ているが、私の中ではプロジェクトチーム制という形で書いているが、縦割り行

政、厚労省なんかの形に持っていくが、机がひたすら縦に並んでいて、そのトッ

プに課長がいて、みんな座っていて、資料だ、何だとうわーっとなって、混乱し

ているというのが今現状である。 

そうではなく、一人一台のパソコンを持って外に出ることによって実は一人

だが、いろいろな分散しているところにアメーバ式につながっているというの

が、多分それが実態だと思う。例えば、何か相談事を受けたときに、この相談で

1つのチームを立ち上げる。誰々さんと、誰々さんと、誰々さんという形で、そ

こでパソコン内で資料を共有して仕事がされるということだと思う。 

そうなってくると、既存の縦型の島というのが要らなくなると思う。どこでも

仕事ができるということになるのであるが、ここで 1 つ非常に重要なのが、で

きる人に仕事が集中するということになる。仕事が非常に偏る。やらない人はひ

たすら暇で、やる人にどんどん仕事がいくということになると過重になる。 

机が並んでいるときというのは評価も簡単である。あいつは頑張っていると

目に見えて、その人が頑張っているかどうかというのが評価できるが、テレワー

クというのは見えない中で評価しなければいけないことになって、そこの評価

項目というのは非常に重要ということが起こっている。企業とかも今人事評価

制度を変えていくかということを考えている。過重労働、労働時間が過重労働に

ならない、家に持ち帰って何時まで仕事をやっているかということもちゃんと

評価ができるようにならないと、幸せなデジタル化、幸せなテレワークというの

は生まれないと思う。 

 

委  員  アウトリーチという言葉は必ずしも相手のところに行くというわけではなく

て、例えば公民館まで、一番身近な施設に来てもらって、そこで話をする。役所

の側としては 1 人かもしれないが、パソコンを通していろいろなプレイヤーを

呼び出すことができるので、そうやって相手の身近な場所で気軽に相談しても

らう、そういったものがアウトリーチに近いと思っている。 

デジタルについては、これまでデジタルデバイドを作らない施策に集中して

いる。他方、これまでは社会に出られなかった人、例えば障害のために外に出ら
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れない人とか、ひとり親のご家庭でお子さんが小さいから働くことができない

人、こういう人たちに職を与えたり、社会参加の機会を与えたりするのもデジタ

ルだったらできると思う。そういった意味でデジタルというのは二極化するも

のではなく、みんなで多様化の実現に使ってもらえるといいのではないか。 

 

市  長  公共サービスのあり方で、納税していない市民も結構多いので、公共サービス

のあり方で、私も共生型サービスというのは理解しているが、民間サービスと公

共サービスの違いが確かに曖昧になっているというところについては、私はこ

のコロナ禍を通して、感じている。公共サービスとしてしっかり担っている部分

と、それから、公民連携で担うべき部分、それから純粋に民間で担っていく、こ

うしたところが責任主体を明確にしていく必要があると思っており、そのあた

りでは学生さんとの対話の中で生まれた新たな公共サービスの役割というとこ

ろであった。まちづくりの拠点という中で市役所が開かれた場所にあった方が

いいのか、実空間という中ではなく、ネット上の方が公共性は豊かになるのでは

ないかという話もあった。公共サービスのあり方というのが、私はこれから貧困

と格差が広がっていく中で、特に子どもたちとか、あるいは今回ワクチン接種で

言うと 5歳から 11歳の子どものところをどうしようかというのは政府も二転三

転しているので、いろいろなことについてすべて行政の窓口で対応しなければ

ならないことが増えている。そういう意味では、公共サービスのあり方の検討、

命を守るとか、そういう部分ではかなり明確にしていかなければならない部分

と、一方民間と連携して本当に公民連携で豊かにしていく部分と、それから民間

の純粋なサービスでやっていく部分の仕分けをしながら情報の共有と市役所の

あり方を考えていく必要があるのかと思うので、ご見解を聞かせていただきた

い。 

 

委  員  今日、話をさせていだたいた視点は市役所という場所が市民にとってどう見

えていく場所になるのかという観点で話をしたのが、もちろん公共でなくて、行

政でなくてはできない貧困家庭に関してとか、命を救うような話というのは当

然これからも維持されるべきであり、公共は公共であるべき部分というのは守

るべきだと感じている。 

今日の共生という話は、まちづくりとか市民サービスの中でも、学生との話の

中なので、パッと市役所に行ってすることとして思いつくようなレベルでの話

をさせていただいた。学生たちがパッと思いつく公共サービスとは何かという

ところで言わせていただくと、例えばごみ収集とか、公立の学校、図書館、公民

館というような利用する施設である。それから消防署とか警察署というものが

思い起こされるが、実はもっと見えていないというか、本人たちが気づいていな
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いようなレベルのところで当然命を守るような仕事というのはたくさんあり、

そういうことが今回コロナを通じてより明確に輪郭を持って出てきたと思う。 

今日の，庁舎を市民と行政の共生する場所にしたらどうか、というのは、その

中でも学生たちが思いつくようなレベルの話というか、まちづくりがもっと市

民に対して身近なものになることを将来的に考えていったときに、その拠点と

して市役所が機能するのではないかという意味でお話しした。 

今までもボランティアとか NPOというのはあり、まちづくりとか行政がやる

仕事を手伝うようなことは多分にあるが、それをみんながやるわけではないし、

ボランティアありきで物事を決めていくということは当然できない。ただ、今物

事の価値がモノ消費からコト消費へと言われているが、それが次第にトキ消費

という、人々の時間をどこに使っていくか、に価値がだんだんと動いていったと

きに、自分たちの住んでいるまちや界隈というのを豊かにしていくということ

への価値というのは我々が想像している以上に高まっていっていると思う。そ

のときに行政がやる仕事だからということではなくて、自分たちが過ごす界隈

を豊かにするために働こうという、時間を使ってもいいという人たちって結構

いると思うし、今 DX化が進んで、通勤ということがなくなって、地元で仕事を

していくという人がだんだんと増えていったときに、そういった価値はどんど

んと高まっていくのではないかと思う。 

そうすると、ソーシャルキャピタルみたいな社会的関係資本を作っていく中

でも市役所というのは拠点としての価値を高め得る場所になるのではないかと

いう意味で今日話をした。 

官民連携という話になると、民間に完全にやってもらうというか、民間の仕事

にしてもらうという話ではなく、公共施設であることは変わりなくて、そこを民

間に手伝ってもらうということだと思う。そうしたら、それは公共であって、民

間も運営主体として関わってきて手伝ってくれるんだけれども、そこに市民も

参加できてというような形で官民連携が進んでいくということが理想形なのか

なと思っている。 

利用者である市民が、サービスを受けるだけになってしまうというようなあ

り方はこれからの公共としてはなかなか難しいのかなと思っているので、納税

者とか納税者でないということではなくて、自分たちの地元にどう関わってい

くかという視点で今日は話をした。 

 

副 会 長  3人の報告は大変勉強になった。ちょっと時間が限られているので、私の方か

ら質問、コメント的なものを 3点ほどする。 

1点目は、デジタル化が進むことによって、特に市役所の職員の働き方が大き

く変わるということをどう捉えるか、である。庁舎をこれからどのように設計し
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ていくかというときに、多摩市の職員の方々が現状の働き方、特にコロナの影響

を受けて、あるいはデジタル化の影響を受けてどう捉えているか。実際にどう評

価しているかというような現状の評価が必要ではないか、という印象を持った。

この懇談会でやるのか、それとも市でやるのか、というのはあるが、いずれは庁

舎の構想に向けて職員の働き方に関するアンケートなり、そういった調査をす

ると非常に参考になるのではないかと思う。 

というのも、デジタル化が進むことで働き方が大きく変わり、テレワークも在

宅勤務もできるようになって、WEB会議もできるようになった。ある種どこで

も働けるというような状況がある一方で、他方で AI や RPA の活用が進むと、

非正規職員、非常勤の職員の働き方、省力化が進むかもしれない。それはある種

小さな市役所になっていくということもあるが、これがどういうインパクトを

もたらすのかということも考えなければいけないと思う。 

2点目は、実空間としての庁舎をどう捉えるかということである。さきほどの

話では、集中と分散という話があった。本庁舎を魅力ある実空間としていくとい

うのは非常に重要で、これは一種の多摩市のブランド力に関わる部分だと思う。

市民との共生というところで言うと、厚生労働省的には重層的支援体制と言っ

ているが、小さな地域の単位で住民の方々に対してさまざまな支援をしていく、

医療、福祉、介護、住宅というような支援をしていくときには出先の実空間でさ

まざまな支援を提供するというような必要性が出てくる。 

そのときに職員の方はパソコンなりデバイスを持って現場で動いていくとい

うことの重要性というのは恐らく高まると思う。実空間としての本庁舎と出先

の役割分担は、今回の話で重要だと改めて認識した。 

3点目は、いわゆるオフィス改革に関わるところで、コロナの前からオフィス

の空間の新しい設計というのが始まっているが、コロナでどう変わるのか。ある

いは将来的にはコロナが落ち着いたのを見据えて、今の状況のままでいいとい

うこともあるのか、新しい感染症が発生したときにどうするのかというのはあ

るが、かなりオープンな空間で、物理的に席や机を共用している状況が、感染症

対策の観点からどうかという問題が出てくる。今民間ではいろいろ工夫されて

いると思うが、そこにどこまでフォーカスを当てるか。コロナによってデジタル

化が進んで空間の使い方も変わってきたが、これから新しく空間設計する際に

どう感染症対策を行うか、あるいは今の段階で人が集まらないようにするとい

う設計を考えなければいけない。しかし、むしろ実空間で人が集まり、交流して

何かイノベーションが起きるということを期待するときに、どのように転換を

したらいいのかというのは関心を持った。最後のところでもし何か見解があれ

ば教えていただきたい。 
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委  員  市役所の職員向けに調査をするというのは非常にいいアイデアだと私は思う。

今大きな変化が起こっていて、働き方が変容するという本当に岐路というか、分

岐点にいる。それを認識できるという稀な時代に我々入るわけで、どちらに踏み

出すかという非常に重要な調査になるので、ぜひやっていただきたい。特に若い

職員の意見は重要だと思う。若い人はなかなか言いづらいところがあるので、若

い人たちはこれから先長くこの庁舎を作っていくという、多摩市に携わられる

人たちなので、その人たちの声を聞きたい。 

正規が代替されるのではないかという話もある。恐らくそうなると思うし、多

様化も進んでいくと思う。私は決して悪いことではないと思っていて、コアは必

ず絶対に必要である。けれども、市役所は、いろいろな人材がいろいろな仕事を

すべきだと思う、フリーランスも含めて、出向も含めて。企業から来る人も、ほ

かの自治体から来る人も、NPOの人もいるだろうし、いろいろな多様な人たち

が 1 つのプロジェクトに関わって 1 つの市の仕事をしていくということは非常

に重要だと思う。コアは必要だけれども、もっと多様な人たちで多様なフォーメ

ーションで仕事をしていくというようなことを想定された空間がいいと思う。 

オフィス改革の話、私は全然門外漢だが、1つ私が思ったのは、先ほどの話で

パタパタと畳めるような、パーテーション、あれは非常にいいと思って、業者に

頼まなくても、高いお金をかけなくても自分たちで発想して、簡単に自分たちで

できるというようなものが非常にいいと私は思う。そういうアイデアを出して

いただきたいというのが 1つ。 

ただ、うちの研究所もそうだが、非常に広いところにみんなパーテーションを

立てて、結構一人のエリアは広いが、本当に床までぐちゃぐちゃにして、人の方

まで侵食してくる人もいる。自由空間っていいように思うけれども、管理する人

がいなかったら、こういうふうに使うというアイデアを出す人がいなければ、絶

対巣づくりする人が出てくる。だから、それはもし柔軟なことをやろうと思うの

であれば、それをと管理する人がいないと私はいけないと思っている。 

最後、共生の話があったが、これは東日本大震災の教訓で、立ち上がりが早か

ったのは新な共生がもともとしっかりやっていた自治体であった。災害は必ず

来るものと考えるのであれば、常時から密接に市民との共生、協働ということを

やっておくというのは非常に重要なことである。 

 

委  員  非正規の話であるが、デジタル化が進むと、今の事務補助と言われている人た

ちは要らなくなる。正規の職員がマンパワーを発揮すればそれでいい。その代わ

りに、逆にクラウドソーシング（不特定多数の人に業務を発注すること）のよう

に、例えばちょっとしたデザインを作ってもらうとか、翻訳してもらうとか、そ

ういった部分でのお仕事はもっともっと外に出せばいい。わざわざ職員が苦手
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な挿絵を作ったりしなくていい。そういう働き方に変われば、いろいろな仕事が

世間にも出ると思う。 

 

会  長  今役所が閉鎖的になってしまって、全部引っ張ってしまうのだが、クラウドと

いうか、頭に入れておいて、ネットワークだけ作っておいて、仕事をどんどん回

してやってもらうという、そういう発想でよいか。 

 

委  員  そもそも契約のやり方というのを変えてほしいなと思っている。仕事を頼む

というのは委託方式だけでなくていい。 

 

委  員  共生の拠点として市役所だけでなくて、各地域にもという話があったが、まさ

にそのとおりだなと思う。コミュニティの単位でという話になると徒歩圏の場

所というのが拠点になるという状況が今もあるが、市役所が今後市民との協働

の拠点になるというようなレベルにまでなれるのであれば、そのときは本当に

役所の職員の方と市民が協働でという形になっていくのかなとイメージしてい

る。 

それから、私も空間の研究をしているので同じように思っていたが、空間の本

当の価値とは何かということを考えていったときにも、働く役所の職員の方々

の中でも在宅とか離れたところでオンラインで働くという形が可能になってい

くと思うが、一方で実空間でふと横を見れば仕事をしている人たちがいるよう

な環境の中でしか享受できないようなメリットというのも同時に考えていく必

要があると思う。 

例えば役所の中ならば、異動とかで新しい部署に入るということも数年に 1度

あるが、そういった中で本当にバラバラな場所で、それぞれ好きな場所で仕事が

できるのかと考えると、やはり好きな場所でやることで集中力が上がって効率

が上がるという場面もあれば、ふと横に誰かがいて、ちょっとここ教えてもらえ

るかということができる関係性の場所で効率が上がるというタイミングもある

と思うので、そのあたりはしっかりといろいろなシチュエーションを考えなが

ら働く場所の価値というのを、デジタルの空間と実空間と両方で高めていくと

いうことが必要になると思って聞いていた。 

 

会  長 今日は、デジタルの話がポイントということで、しかもデジタルを前提にすると

役所の本庁舎のあり方とこれからの行政サービスというのはずいぶん変わって

しまうことが明らかになってきた。でも本庁舎のヘッドクオーターとしての役

割は必ず必要となる。そこが機能していないとネットワーク型の行政展開にな

ってもが機能しないので、本庁舎というのは機能性、逆に重要度は増すのだろう
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と思う。ただ、行政のデジタル化でサービスする場がたくさんあればいいのかと

いうとそうではないかもしれないということが 1つの課題であると思う。 

職員として就労はどこで行うかというと、基本的には現場主義、市民の近くで

行うというフロント主義ということが 1 つの可能性になってくる。その現場の

就労・労働の多様化であるが、場合によると本当に一人のところまで出かける現

場から、さまざまな公共施設、多摩市の場合には学校が余ってきているというこ

ともあり、そういうところを行政サービスの現場として、多様なフロントをつく

り、それが DX のネットワークでいつもつながっているというような状況が作

っていけるのではないかと、私も思った。 

もう一つとして、そういうネットワーク型の働き方で、本当にうまくずっと機

能するかという課題もある。それは、職員間の信頼関係というのをどう作るかと

いうことではないか。今までだと 5 時過ぎたら懇親会をやるとか、そういうア

ナログ的なところでかなり信頼関係ができていた。コロナでテレワークしてい

るのは、コロナの前に信頼関係を作っている人たちだからテレワークで働けて

いるのではないかと思う。だから、これから新入社員で入った人はテレワークで

いきなりずっと孤立で耐えられるか。もう辞めるというような人がかなり出る

可能性もある。職員間の信頼関係をどう築きながら多様な環境で仕事をしてい

くのかという、ソフトの意味での自治体の働き方のあり方というのが大きな課

題ともなろう。ただ単に働き方の場所を変えるだけで済まない、働き方の結果と

しての行政サービスのクオリティを上げるための職員間の信頼関係をどう作る

か、役割分担をどうするかということも重要性が増していると思った。 

その辺の課題をいかにこなすかということで、新しい本庁と多様なフロント

を活用するという行政の場のあり方と、行政サービスの提供のあり方につなげ

ていけるのではないか。大きなハードとソフトの関係性を考える必要があると

いう新庁舎と行政展開のデザインの骨子が、今日は 3 人の委員のお話を中心に

して、私にはイメージとして共有できたような気がする。 

個人的な勝手なまとめかもしれないが、今日は本当に有意義な話し合いをさ

せていただいた。感謝する。 

 

５．その他 

事 務 局  さまざまなご意見が出されたので、いろいろポイントになることがある。少

し事務局でも整理をさせていただく。次回、第 3 回の懇談会でもう少しご議

論いただいて、また市民アンケートの結果と合わせて本庁舎に求められる機

能はどういうものなのかを議論いただきたい。 

第 3回については、日程がまだ調整中であるが、5月に開催したいので、各

委員の皆様には日程調整のご協力をお願いしたい。決まり次第、改めてお知ら
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せする。 

 

以上 


